「包括的なまちづくり」に資する法定外税導入の可能性 by 岡田 真一 et al.
「包括的なまちづくり」に資する法定外税導入の可
能性










The Possibility of Non-statutory
Local Taxes as the Revenue Sourse




The purpose of this paper is to discuss the possibility of new local
discretionary taxes (taxes not stipulated in the Local Tax Law) as the
revenue sourse of comprehensive urban development. Local governments
now need new financial resources for urban regeneration. Those must
be appropriate for local independence and autonomy and the present
decentralization policy. However, it is difficult to respond with current
local taxes. In this context, we propose to create two new non-statutory
taxes; urban development promotion tax and land price incremant tax.
We discuss the significance of these taxes, institutional design,
and future challenges to realize a desirable local tax system for urban
revitalization in the age of decentralization.
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2) 内閣府「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18 年 7 月 7 日閣議決定）22






























































































ついて」（平成 8 年 2 月 13 日付け建設省経民発第 2 号・建設省住街発第 9 号・総務省自治政
















税率 0.3%適用、58 億円（H30 決算）
省経民発第 51 号・建設省住街発第 92 号・総務省自治政第 101 号）、「宅地開発等指導要綱の適
正な見直しについて（通知）」（平成 15 年 3 月 4 日付総務省総行地第 22 号・国土交通省国総民
第 42 号・国土交通省国住街第 137 号）及び「住宅附置指導要綱等の適正な見直しについて（技
術的助言）平成 27 年 2 月 23 日付総行政第 253 号・国住街第 178 号」により行われている。
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税率 0.3%適用、58 億円（H30 決算）
（法定普通税）













































































5) 自治省税務局編『地方税入門』316 頁，317 頁
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図表 4 　開発者負担金の新たなスキーム
  ◎ 従 来
    開発者
  ◎ 新たなスキーム


















































































































戸の共同住宅と 33m2 の住戸が 40戸の共同住宅は同じ延べ床面積であっても
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図表 6は、豊中市における平成 15～30年度の宅地の「m2 当たり決定価格」
から「対前年度上昇率」を算出し、「開発要因」を都市計画税の制限税率 0.3%を
開発要因による開発利益の増加率と仮定した場合における「その他の要因割
図表 6 　開発要因を 0.3%とした場合の宅地に係る開発利益等の推移（豊中市）
146.1千円/㎡ 0.9294 1.003 0.9266 157.7千円/㎡ 471.6円/㎡ 18,105,099㎡  85.4億円  34.5億円
135.7千円/㎡ 0.9288 1.003 0.9260 146.5千円/㎡ 438.3円/㎡ 18,190,808㎡  79.7億円  32.9億円
127.4千円/㎡ 0.9386 1.003 0.9358 136.1千円/㎡ 407.1円/㎡ 18,290,192㎡  74.5億円  31.3億円
121.8千円/㎡ 0.9566 1.003 0.9537 127.7千円/㎡ 382.1円/㎡ 18,380,502㎡  70.2億円  30.1億円
121.6千円/㎡ 0.9983 1.003 0.9953 122.2千円/㎡ 365.5円/㎡ 18,431,676㎡  67.4億円  30.1億円
121.5千円/㎡ 0.9986 1.003 0.9957 122.0千円/㎡ 364.9円/㎡ 18,444,489㎡  67.3億円  30.1億円
134.4千円/㎡ 1.1063 1.003 1.1029 121.8千円/㎡ 364.4円/㎡ 18,475,388㎡  67.3億円  30.2億円
127.5千円/㎡ 0.9487 1.003 0.9459 134.8千円/㎡ 403.1円/㎡ 18,578,012㎡  74.9億円  30.3億円
123.6千円/㎡ 0.9699 1.003 0.9670 127.9千円/㎡ 382.4円/㎡ 18,639,618㎡  71.3億円  30.1億円
122.5千円/㎡ 0.9906 1.003 0.9876 124.0千円/㎡ 370.9円/㎡ 18,619,720㎡  69.1億円  29.8億円
122.2千円/㎡ 0.9976 1.003 0.9947 122.8千円/㎡ 367.4円/㎡ 18,638,384㎡  68.5億円  29.7億円
122.0千円/㎡ 0.9988 1.003 0.9959 122.6千円/㎡ 366.6円/㎡ 18,676,173㎡  68.5億円  30.1億円
121.7千円/㎡ 0.9973 1.003 0.9943 122.4千円/㎡ 366.1円/㎡ 18,730,281㎡  68.6億円  29.9億円
121.6千円/㎡ 0.9990 1.003 0.9960 122.1千円/㎡ 365.1円/㎡ 18,772,877㎡  68.5億円  29.9億円
121.5千円/㎡ 0.9991 1.003 0.9961 122.0千円/㎡ 364.8円/㎡ 18,815,769㎡  68.6億円  29.9億円






























































8) 豊中市では、財政非常事態宣言をした平成 11 年度に制限税率の 0.3%に復元したものの、平成















































































































































































平成 15年 9月 19日に公表された、国土交通省の「再開発による都市中心部
再生支援の新たなスキーム検討委員会・民間主体の市街地整備事業推進方策の
検討調査（再開発編）報告書11) の検討結果では、米国で都市再開発の手法とし









11) http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/07/070919 .html（2019 年 12 月 1 日閲覧）
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は住宅用地に対する課税標準の特例措置における特例率が、固定資産税におい
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る。令和 2年度税制改正により、都市再生特別措置法の規定に基づく都市計画
施設の更新費用等に充当可能となるが、例えば、近年頻発する集中豪雨に備え
て、その財源をより径の大きい雨水管への更新経費に充当できれば、安心安全
面で新たな価値の創造につながるものと見込まれる。
本稿では、まちづくり推進税や地価増加税の法定外目的税の可能性を、固定
資産税や都市計画税の税率変更等と併せて検討してきたが、これらの内容を包
括的に俯瞰することにより、落ち着くところは異なるかもしれないが、地方団
体の税財政に関する実務現場においてさまざまな観点から、地方分権時代にお
ける税務運営のあり方に関する検討課題が見えてくるものと確信している。
令和元年には「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が改訂された。地方自治
体においても、今日的にも大きな行政課題である「都市再生」や「地域再生」
に適切に対応しながら、地方分権の流れの中で「歳入の自治」を確立するため
の努力を惜しんではならないのである。
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